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資源立地型都市の分類に関する研究  
朱 迅  
 
問題の提起  
 
資源立地型都市はその誕生の時から、社会の経済発展に大きく貢献してきた。
しかし、枯渇性資源の消耗、環境汚染の問題と開発コストの高いことにより、
これらの資源立地型都市は徐々に衰退段階を迎えた。但し、これらの資源立地
型都市は数十年また百年の時間を経て、独特の都市特徴を持ち、変化が難しい
ことは勿論である。世界の中での資源立地型都市の変化を例にみれば、成功し
た都市もあれば、失敗した都市もある。中国についていえば、都市の範囲があ
まりにも大きく、人口が多いため、どのように資源立地型都市を分類し、その
変化をどのように分析するかは大きな研究課題になっている。  
中国では、資源立地型都市の変化に対する研究は２０００年からのことであ
る。つまり、この段階において、資源立地型都市についての研究は主に資源が
枯渇するにつれて、都市に生じた各種の問題、例えば、新産業の発展、環境問
題、失業などの問題を主要な研究対象とする研究である。この段階において、
資源立地型都市の実例研究は、日本の北九州市をよく引用した。北九州市は資
源立地型都市の変化に成功した都市の代表例として中国に紹介されるほどであ
る。しかし、筆者は北九州市に対する研究を行った時、北九州市所在地域が主
要な産炭地域ではないということを発見した。実は、北九州地区の発展の源と
する八幡製鉄所は設立した初期から、域内の石炭をあまり使わなかった（第三
章参照）。八幡製鉄所に使用された石炭の７０％ぐらいは隣の筑豊地区から輸入
されたものである。筑豊地区における都市は資源立地型都市であり、現状とい
えば、北九州市と違って、今までも苦しい変化を進んでいる。  
筆者は資源立地型都市の変化に関する研究について、全面的な研究が必要だ
と思われる。北九州市の成功をおさめた実例が必要だし、筑豊地区における資
源立地型都市の実例も不可欠である。そして、北九州市の成功を取った原因と
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筑豊地区における資源立地型都市の成功を取っていない原因を探すことが重要
だと思われる。本論文は以上の意識を持ち、北九州市と筑豊地区における資源
立地型都市の代表例とする田川市を研究対象にし、新しい資源立地型都市の分
類方法を研究しようと考える。  
本文は以下のことを中心に研究する。  
第一に、資源立地型都市の分類方法に関する先行研究を再検討する。  
第二に、資源産出型都市と資源依存型都市の２つの新しい概念を提出し、こ
の二種類の資源立地型都市の概念に即して、日本の福岡県の都市を事例として
その内部構造の推移を分析する。  
 
１ 定義  
 
１．１ 資源立地型都市に関する定義  
 
１ .１．１ 都市  
「都市」という言葉は、「都：みやこ」と「市：いち」の合わさった単語で
あり、そこからは「にぎわいのあるところ」、または「財やサービスの交易の
中心地」というように連想することができる。「都市」の定義については、学
者によって多様な概念や定義が存在する。  
 まず、辞書的な定義を見てみると、広辞苑では、都市とは、「①みやこ、都
会、都邑」、②（ city）一定地域の政治・経済・文化の中核をなす人口の集中
地域である」と記している。古代ギリシア・ローマでは国家の形態をもち、中
世ヨーロッパではギルド的産業を基礎として時に自由都市となり、近代資本主
義社会の勃興と共に発達して社会生活の中枢となるのである。また、中国の新
華字典によれば、「都市は規模が田舎より大きく、人口が田舎より集中し、非
農業活動と都市部の戸籍を主とする集落である。中国において、通常で市を設
けられる地方を都市に称し、人口が 10万人以上に至る。都市人口と生産力が集
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中し、工業、商業、交通運輸業と文化教育、情報、行政の中心を主とする地域
が多い。」と記している。  
 次に、学術の違いに応じて、地理学者は「相対的に人口が集中する地方を都
市とみており、町と村などの規模より大きく、更に重要だ」と定義し、経済学
者は「都市を工業、商業、貸付けの集中地だ」と見なしている。  
 つまり、都市は、機能的には居住地域、工業地域、商業地域などの地域から
形成される。中心部には政府行政機関や事務所、商業施設が集中する地域があ
りそこを、たとえば都心、中央業務地区と呼ばれ、その周辺には都心住宅地（イ
ンナーシティ）や工業地域があり、更に外縁部には郊外がある。以下のような
すべての条件を満たすものを都市と呼ぶ場合から 1 つの条件を満たせば都市と
言ってもよい 4。  
①  人口的特長 人口の密度が高いところ（高密性）  
②  社会的特長 多様な人・機関・活動・文化が行われるところ  
③  経済的特長 工業が中心であり、非農業的なところ  
④  行政的特長 自治体として尊重されるところ  
⑤  空間的特長 城壁に囲まれているところ  
 
１ .１．２ 資源  
 まず、辞書的な定義を見てみると、広辞苑では、資源とは、「生産活動のも
とになる物質・水力・労働力などの総称」と記している。また、中国の新華字
典によれば、「①一つの国或は一定の地区で持つ物資、財力、人力など各種の
物質要素の総称を指す。自然資源と社会資源の二種類に分けることができる。
前者は例えば太陽光、空気、水、土地、森林、草原、動物、鉱物などを指し、
後者は人的資源、情報資源また労働による創造された各種の物質財産を含まれ
る。 ②コンピュータシステムにおけるハードウエアとソフトウェアの総称を指
す。例えば、記憶装置、中央処理装置、入力と輸出設備、データベース、各種
のシステムプログラムなど。オペレーティングシステムによって、系統的に、
効き目がある管理と指示を行われ、コンピュータシステムの仕事の能率を高め
る。」と記している。  
                                                   
4 都市計画論 2008 年度 (第 2 回)より  http://www.civil.chuo-u.ac.jp/ 
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 本論文で言う資源は自然資源を指し、例えば、太陽光、空気、水、土地、森
林、草原、動物、鉱物などの資源を指す。自然資源の中に、枯渇性資源と再生
可能な資源を分けることができる。本論文で言う資源立地型都市は枯渇性資源
に依存する都市を指し、特に石炭資源を指す。  
 
１ .１．３ 資源立地型都市  
 資源立地型都市の定義については、それぞれ異なる見方がある。  
沈镭と程静は研究を通じて、「資源立地型都市はエネルギー、鉱物、森林、
水力、観光などの自然資源の開発と利用によって興り、この資源を開発して形
成した関連産業がその地域の社会と経済の中で主導的地位を占める都市である
5。」と定める。  
『国務院関于促進資源型城市可持続発展的若幹意見』によると、「資源立地
型都市は本地域の鉱産、森林などの自然資源の採掘・加工産業を主導産業とす
る都市である 6」とする。これらの研究をまとめ、筆者は以下のように資源立地
型都市を定義している。つまり、「資源立地型都市は普通の都市の機能を持ち、
地域の社会と経済発展の中心をなしている。また、資源立地型都市は、資源へ
の依存性が強いため、資源の消耗や生態環境の脆弱性という問題に制約され、
独特な都市の発展規則を表す。」と定義する。  
 
１．２ 産業に関する概念  
 
１ .２．１ 産業  
産業とは、最初にイギリスの経済学者のマーシャル氏に提出された用語であ
り、ある代表的または典型的業界で、主にミクロ的経済活動における企業の最
適経済の運営を分析することに用いられる 7。狭義の意味で、すべての産業分野、
                                                   
5 沈镭 程静「論鉱業都市経済発展中的優勢転換戦略」 『経済地理』 1998 年  
6 「国務院関于促進資源型城市可持続発展的若幹意見」国発（２００７）３７
号  
7 蔡秀云 「産業経済学」  経済日報出版社  ２００７年  第一版  P2 
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産業部門、企業、特に制造業を指す。広義の意味では、国民経済のすべての部
門と業界を指し、生産性と非生産性の各業種を含まれる 8。  
 
１ .２．２ 産業構造  
産業構造は一定の地域内に存在する産業部門の構成比率であり、その地域の
産業の特徴を示す一つの指標である 9。  
 産業構造は学者によって、異なる構造と分類方式がある。現在の実証研究の
中で運用されるのは “コーリン・クラークの産業分類法 ”であり、イギリスの経
済学者と統計学者のコーリン・クラークにより提出され、そして米国の経済学
者のサイモン・スミス・クズネッツ氏は、それを応用し、次第に、各国の国民
経済の統計を行う上で、すべての産業は第一次産業、第二次産業と第三次産業
に分類される。経済政策を制定することの基礎になる。クラークの産業構造の
分類によれば：  
 第一次産業は、自然に直接、働きかける産業を指し、農林漁業、狩猟、鉱業
などは第一次産業に含まれる。水産加工のように天然資源を加工して食品を製
造する業種は製造業に分類され、第一次産業には含まれない 10。  
 第二次産業は、第一次産業が採取・生産した原材料を加工して富を作り出す
産業が分類される。クラークによれば製造業、建設業、電気・ガス業がこれに
該当する 11。  
 第三次産業は、第一次産業にも第二次産業にも分類されない産業が含まれる
12。  
 
１ .２．３ 資源産業  
王健の研究によると、「資源産業は資源の発見、採掘、保護、再生、また資
源性資産の増値を目的とする経済部門と指す 13。」と定める。本文の資源産業
                                                   
8 简新华 「産業経済学」  武漢大学出版社  ２００１年  第一版  Ｐ20 
9 並河良一「産業構造」経済科学第 49 巻別冊（ 2002 年）  
10 既存産業の分類  http://www.fujitsubame.com/industryb-5-1.html  
11 注１０と同じ  
12 注１０と同じ  
13 王健 「我国資源産業的発展及対策研究」  『資源と産業』 第 12 巻第 S1
期 2010 年 6 月  
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は枯渇性資源、特に石炭の発見、採掘、保護、再生、また資源性資産の増値を
目的とする経済部門である。  
 
２ 資源立地型都市分類の先行研究  
 
２．１ 沈镭の研究による分類  
 
図１ 鉱業のタイプによる分類  
 
出所：沈镭 「我国資源立地型都市転型的理論与案例研究」  ２００５年より
筆者作成  
 
資源立地型都市の分類については、沈镭が、資源のタイプと発展段階に応じ
て、以下のように、鉱業のタイプと発展段階の二つの基準をもって鉱業都市を
鉱
業
の
タ
イ
プ
に
よ
る
分
類
 
石炭型都市 
オイルガス型都市 
冶金型都市 
非鉄金属型都市 
黄金型都市 
化学工業型都市 
非金属型都市 
総合型都市 
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分類した例がある 14。  
 第一に、鉱業のタイプによって、都市は 8種類（図１）に分けることができる。  
第二に、鉱業都市の発展する段階によって、鉱業都市を３種類（図２）に分
類することができる。  
 
図２ 鉱業都市の発展段階による分類  
 
出所：沈镭 「我国資源立地型都市転型的理論与案例研究」  ２００５年  よ
り筆者作成  
 
 このうち、幼年期の鉱業都市とは新しい鉱業都市である。普通は 20年以下の
年数を持つ。鉱業は主幹産業として、鉱業の生産額は当該都市GDPの８０％以
上を占め、発展のスピードがとても速く、高い成長率をみせ、全体の産業構造
の変動に重要な役割を果たす。非砿産業の発展は微弱であり、産業構造は単一
である。もし昔から都市があるならば、その幼年期の鉱業都市の非砿産業は鉱
業を支えるものが多い。GDPを占める鉱業の生産額の割合が急速に上昇する。  
 中年期の鉱業都市とは通常２０～５０年数を持つ都市であり、幼年期の鉱業
都市より開発の期間が長い中年期の鉱業都市である。鉱業は基幹産業であり、
鉱業の生産額は GDP の４０％～８０％を占め、都市の経済成長を支えている。
非砿産業はある程度発展し、しかし発展のスピードは依然として緩慢であり、
                                                   
14 沈镭 「我国資源立地型都市転型的理論与案例研究」  ２００５年  
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幼年期の鉱業都市 
中年期の鉱業都市 
老年期の鉱業都市 
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産業構造は鉱業を主とする。もし昔から都市があるならば、鉱業都市は中年を
迎え、鉱業の発展は多く非砿産業を支えたため、非砿産業は急速に発展し、GDP
を占める鉱業の生産額の割合は安定的である。  
 資源が枯渇した鉱業都市の多数は老年期にある。都市が建ってから、普通は
50 年以上の歴史を持つ。鉱業の生産額は GDP の５％～４０％を占めて、鉱業
の発展のスピードは停滞しまた遅いことに特徴がある。そして都市産業構造の
中で鉱業の地位と役割は引き続き下がり、産業構造と都市のタイプに多くの変
化が発生する。もし昔から都市があるならば、老年期で、非砿産業はわりに多
く鉱業を支えている。鉱業都市の機能が衰退を始める。  
 
２．２ 筆者の修士研究における分類方法  
 
 筆者は修士課程の段階で、幼年期、中年期、老年期の３つの段階に分類する
という方法のほかに、日本の九州と北海道の石炭産業についての分析手法とを
結び付け、新しい分類方法を提出した。つまり、資源立地型都市の発展段階を
以下のように４段階に分類する方法である。しかも、各段階に適用する政策を
考え、資源立地都市を四つの種類に分類することができる（図３）。  
第一に、政策支持段階である。この段階において、都市の資源産業の発展ス
ピードはとても速い。こういう段階に短い特徴も見られる。こういう都市に対
して、環境保護を考える上で、政策の優遇措置は資源産業に傾くべきであり、
できるだけ早く都市の資源産業の規模の経済性を形成させ、都市資本の本源的
蓄積を完成させるべきである。  
第二に、変化の準備段階である。この段階において、都市の資源産業は依然
として発展を続けるが、発展のスピードが大幅に遅くなり、政策支持段階より、
この段階の持続時期も長くなる傾向がある。持続時期の長さは都市によって違
う。政策面で言えば、変化するときの人材、資本などの準備に着手することか
ら始まることである。また、この段階から石炭労務者が減少し始めるので、資
源産業に傾く優遇措置などの支援政策を少しずつ取り消すべきであり、石炭産
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業から移出する労務者を吸収できる新産業を支持し、従業員の育成訓練も着手
すべきことである。  
 
図３  発展段階と政策を結び付ける分類方法  
 
出所：筆者より作成  
 
 第三に政策援助段階である。この段階において、資源産業の生産量がだんだ
ん下がっていくことであり、減少のスピードが速く、持続時期も長いことが伺
われる。この段階に問題が多く生じる段階であり、産業構造や従業員構造が大
きく変化する段階である。そのため、政策面で、産業政策と就業政策に努力す
べきである。新技術の開発によって、石炭産業の持続時間を延長し、失業人員
の激増を防止する上で、失業人員を吸収できる新産業に優遇措置を打ち出す必
要があると思われる。失業人員の救済、社会生活補助、失業人員の育成訓練な
どの問題を合わせて考えるべきである。  
最後に、政策救済の段階である。この段階において、都市の資源産業は低い
水準で緩めに発展する。資源が枯渇するにつれて、資源産業の生産量や炭鉱数
や従業人数がいずれも低くなる傾向である。資源産業は都市の発展を支えるこ
とができず、多くの問題に直面する。政策面において、例えば、新産業の発展、
発
展
段
階
と
政
策
を
結
び
付
け
る
分
類
 
政策支持型都市 
変化準備型都市 
政策援助型都市 
政策救済型都市 
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失業者の再就業、社会生活補助など広い分野の問題を解決するための補助金措
置が必要であり、完全に国また地方政府の救済によって、発展できると思われ
る。  
 
２．３ 先行研究の不足  
図４  八幡製鉄所の原料炭使用割合の推移  
 
出所：八幡製鉄所所史編さん実行委員会  「八幡製鉄所八十年史  部門史 上
巻」  
 
周知のとおり、北九州市は資源立地型都市変化の成功を取った代表的都市で
ある。北九州地区の発展と繁栄のきっかけは幡製鉄所の創立である。しかし、
筆者は北九州地区と八幡製鉄所に対して研究を行う時、八幡製鉄所が創立して
から、頼んだ石炭が全部域外から輸入されたということを発見した（図４）。そ
の中の７０％ぐらいの石炭は北九州地区に接近する日本の有名な産炭地域の筑
豊地区から提供されたものであり、残りの３０％ぐらいの石炭は高島炭鉱と三
池炭鉱から提供されたものである。地図（図５）に見れば、すぐわかると思う。
二渡炭鉱は筑豊地区において、三池炭鉱は筑後地区における。さらに、高島炭
鉱は長崎県における（図６）。そのため、八幡製鉄所また北九州地区の発展と繁
栄は地域内における石炭の採掘との関係が大きくない。また、こういう情況は  
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図５  北九州地区、二瀬炭鉱と三池炭鉱所在地  
 
出所：http://www.pref.fukuoka.lg.jp/soshiki/img/map.gif より筆者作成  
図６ 高島炭鉱と北九州地区所在地  
 
出所：グーグルマップより筆者作成  
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資源立地型都市変化の成功を取った代表的都市のアメリカのピッツバーグ市と
イギリスのバーミンガム市にも存在する。この三つの都市の共通点は都市内部
における石炭の採掘という産業が弱く、周りの地域から輸入された資源によっ
て発展してきたことである。もう一つの共通点はこの種類の資源立地型都市に
展開された変化が全部成功を取ったことである。周りの地域は、日本の筑豊地
区を例として、今まで苦しい変化を進んでいる。  
なぜ同じ政策を実施した都市の中に、成功を取った都市もあるし、成功を取
っていない都市もあるのか。筆者は成功した都市も成功していない都市も資源
立地型都市と言えるが、都市の内部構造が違うと考える。実は、二種類の資源
立地型都市と言える。この二種類の資源立地型都市において、資源の枯渇につ
れて、衰退段階に入ることが同じであるが、内部構造が違うので、衰退部門が
違うのではないか。従来の研究で、内部構造が無視され、段階だけを政策作成
の根拠とされているのは妥当ではない。成功した都市と成功していない都市と
が共存していることの一因がここにある。本論文では資源立地型都市の内部構
造についての分析から、新しい分類方法を提出したい。  
 
３ 資源産出型都市と資源依存型都市  
 
３．１ 概念の提出  
 
３．１．１ 資源産出型都市  
資源産出型都市は資源採掘に関連する産業が都市の主導産業であり、資源採
掘によって、別の都市の発展に支持を提供する都市と指す。こういう都市の代
表例としては日本の筑豊地区における都市である。本文において、田川市を例
にする。  
 
３．１．２ 資源依存型都市  
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資源依存型都市は主に資源産出型都市から輸入された資源によって、資源に
関連する産業を発展し、主導産業になる都市を指す。こういう都市の代表例と
しては日本の北九州市である。本文において、北九州市を例とする。  
 
３．２ 資源産出型都市と資源依存型都市の内部構造についての分析  
３．２．１ 人口要因  
 
図１  北九州市と田川市の人口推移（単位：人）
 
出所：１、各年版の「福岡県統計年鑑」より筆者作成  
   ２、1950 年、 1955 年、1960 年の北九州市のデータは若松市、八幡市、
戸畑市、小倉市、門司市のデータを加えて作成する。  
 
 まず、人口変動という要因から資源依存型都市と資源産出型都市を分析する。 
図１から見てみると、北九州市を代表とする資源依存型都市と田川市を代表
とする資源産出型都市の人口推移は全く違う曲線ということをはっきり見える。 
1950年 1955年 1960年 1965年 1970年 1975年 1980年 
北九州市 711306 874028 1005254 1042388 1042321 1058442 1065078 
田川市 94616 100071 95911 74063 64233 61464 60077 
0 
200000 
400000 
600000 
800000 
1000000 
1200000 
単
位
：
人
 
北九州市と田川市の人口推移 
67 
 
図２  筑豊地区の人口推移（単位：人）  
 
出所：「筑豊石炭鉱業史年表」より筆者作成  
 
図３ 福岡県の人口推移（単位：人）  
 
出所：各年版の「福岡県統計年鑑」より筆者作成  
 
1949年 1953年 1955年 1958年 1962年 1966年 1968年 
筑豊 825920 949370 884755 919271 800987 681146 648863 
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北九州市の人口推移は 1965 年から 1970 年までの間に 67 人を減ったが、総体的
に見ると、1980 年の時点で、1950 年より約 50％を増えていた。田川市の人口
推移は 1950 年から 1955 年までの間にふえていた状態を続いていたが、1955 年
から、減っている状態を続いていた。1980 年の時点で、1955 年の頂点と比べて、
約 40％を減った。田川市だけではなく、筑豊地区の人口推移も田川市のように
変動した。図２から見てみると、筑豊地区の人口推移は資源の枯渇につれて、
1953 年から人口が減少し、1955 年から 1958 年までの間に少し増えて、1958 年
からずっと減少していた状態を続いていた。1968 年の時点で、1953 年の頂点と
比べて、約 32％を減った。しかし、1950 年から 1980 年までの時間帯において、
福岡県の人口推移を見てみると、北九州市と同じぐらいの曲線を変動していた。
つまり、1960 年から 1965 年までの間に少し減り、 1965 年から、ずっと増えて
いる状態を続いていた。（図３）。この故、筑豊地区の人口減少は福岡県の外部
要因で生じた特徴ではなく、内部要因だと思われる。  
 
３．２．２ 産業要因  
 まず、第一次、第二次、第三次産業の従業員数から分析する。  
図４ 北九州市における産業別従業員数推移（単位：人）  
 
出所：各年版の「福岡県統計年鑑」より筆者作成  
1965年 1970年 1975年 1980年 
第一次産業 18581 13801 10639 8448 
第二次産業 171157 172265 168442 151732 
第三次産業 247350 270512 276466 294331 
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図４から見てみると、北九州市における産業別従業員数の推移の特徴は第一
次産業の従業員数が持続的に減少し、第二次産業の従業員数がゆっくり減って
行き、第三次産業の従業員数が持続的に増加している。図５から見てみると、
田川市における産業別従業員数の推移の特徴は第一次産業の従業員数が持続的
に減少し、第二次産業と第三次産業の従業員数が増えて行った。  
 
図５ 田川市における産業別従業員数推移（単位：人）  
 
出所：各年版の「福岡県統計年鑑」より筆者作成  
 
筑豊地区全体から見れば、田川市のような産業変動を表れた。図 6 参照。つ
まり、第一次産業の従業員数が持続的に減少し、第二次、第三次産業の従業員
数が増えていくという曲線である。  
北九州市と田川市の産業構造の変化が違う原因は、都市の職能に決められる
ものだと思われる。田川市のような資源産出型都市は最初から北九州市のよう
な資源依存型都市に資源を提供する職能を持ち、都市自身の工業化の発展が遅
れ、都市の産業構造が単一であり、第二次、第三次産業の比重が低い特徴があ
り、資源依存型都市は資源産出型都市の資源によって、速く工業化を発展し、
第二次産業の比重が高く、第一次、第三次産業の比重が低い特徴がある。この
1965年 1970年 1975年 1980年 
第一次産業 5835 2947 1378 1200 
第二次産業 8331 10460 10523 9740 
第三次産業 13753 16529 15359 16518 
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特徴は各類型の都市の産業構造の変化を決める。資源の枯渇につれて、変化を
行う時、資源産出都市における第一次産業から退出した従業員は都市工業化の
発展につれて、第二次、第三次産業に入り、資源依存型都市とって、第二次産
業から退出した従業員は第三次産業に入るわけである。この故、違う産業構造
の変化が生じた。  
 
図 6 筑豊における産業構造の変化（単位：人）  
 
出所：平兮  元章 ,  内海  洋一 ,  大橋  薫  「旧産炭地の都市問題―筑豊・飯塚
市の場合」 多賀出版  (1998/02) P66 表 2-14 より再作成  
 
次に、製造業内部構造から分析しよう。  
まず、北九州市の状況を分析する。図 7 から見てみると、 1950 年の時点で、
北九州市の製造業内部構造における鐵鋼業の従業員数の比重は 49％であり、第
一位を占め、都市の半分くらいを占めた。第二位は窯業・土石製品製造業であ
り、約 14％を占めた。第三位は石炭・石油製品製造業であり、約 9％を占めた。
そして、鐵鋼業、窯業・土石製品製造業と石炭・石油製品製造業の従業員数は
都市の製造業の総従業員数の約四分の三を占めた。図 8 から見てみると、 1980
年の時点で、北九州市の製造業内部構造における鐵鋼業の従業員数の比重は
27％であり、依然として第一位を占めた。第二位は窯業・土石製品製造業では
なく、機械製造業（電気機械器具を除く）になり、 17％を占めた。第三位は食
1960年 1970年 1980年 1990年 
第一次産業 124030 40141 16297 10129 
第二次産業 40155 66375 73509 72957 
第三次産業 94492 108722 123139 120177 
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図 7 1950 年の時点で北九州市における製造業内部構  
 
出所：「1950 年福岡県統計年鑑」より筆者作成  
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図 8 1980 年の時点で北九州市における製造業内部構造  
 
出所：「1980 年福岡県統計年鑑」より筆者作成  
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料品製造工業になり、9％を占めた。そして、鐵鋼業、機械製造業（電気機械器
具を除く）と食料品製造工業の従業員数は都市の製造業の総従業員数の 50％強
を占めた。1950 年と比べて、前三位の比重を大幅に下げた。また、製造業内部
構造も大きな変化を起こった。表 1 を見てみると、1950 年の時点で、従業員数
が製造業総従業員数を 5％以上占める産業数は 5 つあり、総従業員数の 84％を
占めた。1980 年の時点で、産業数は 8 つに増え、総従業員数の 87％を占めた。
北九州市における製造業の内部構造が合理的、安定的になってきたということ
を明らかになった。  
 
表１ 北九州市における従業員数が製造業総従業員数を５％以上占める産業と
その比重    （1950 年、1980 年）  
1950 年  1980 年  
番号  産業  比重  番号  産業  比重  
1 鐵鋼業  49％  １  鐵鋼業  27％  
2 窯業・土石製品製造業  14％  ２  
機械製造業（電気機械器
具を除く）  
17％  
3 石炭・石油製品製造業  9％  ３  食料品製造工業  9％  
4 
機械製造業（電気機械器
具を除く）  
7％  ４  金属製品製造業  8％  
5 食料品製造工業  5％  ５  化学工業  7％  
   ６  出版・印刷同関連産業  7％  
   ７  電気機械器具製造業  6％  
   ８  窯業・土石製品製造業  6％  
総計   84％  総計   87％  
出所：各年版「福岡県統計年鑑」より筆者作成  
 
 次に、田川市の状況を分析する。図 9 から見てみると、1950 年の時点で、田
川市の製造業内部構造における第一位を占める産業は窯業・土石製品製造業で
あり、48％の比重に至った。第二位は食料品製造工業であり、約 17％を占めた。  
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図 9 1950 年の時点で田川市における製造業内部構造  
 
出所：「1950 年福岡県統計年鑑」より筆者作成  
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図 10 1980 年の時点で田川市における製造業内部構造  
 
出所：「1980 年福岡県統計年鑑」より筆者作成  
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第三位は機械製造業（電気機械器具を除く）であり、約 12％を占めた。そして、
これらの三つ産業の従業員数は都市の製造業の総従業員数の 77％を占めた。図
10 から見てみると、1980 年の時点で、田川市の製造業内部構造における第一位
を占める産業は依然として窯業・土石製品製造業であるが、その従業員数の比
重は 26％に下がった。第二位と第三位は位置交換で、機械製造業（電気機械器
具を除く）は第二位になり、7％を上げ、19％の比重を占めた。食料品製造工業
は第三位に落ち、比重が 1950 年と相当で、1％を下げ、16％を占めた。そして、
鐵鋼業、機械製造業（電気機械器具を除く）と食料品製造工業の従業員数は都
市の製造業の総従業員数の 50％強を占めた。1950 年と比べて、前三位の比重は
16％を下げたが、 61％の高い比重を占めた。また、製造業内部構造も変化を起
こったが、北九州市と比べて、大きくないと思われる。表 2 を見てみると、1950
年の時点で、従業員数が製造業総従業員数を 5％以上占める産業数は 4 つあり、
総従業員数の 83％を占めた。1980 年の時点で、産業数は 6 つに増え、総従業員
数の 86％を占めた。  
表 2 田川市における従業員数が製造業総従業員数を５％以上占める産業とそ
の比重    （1950 年、1980 年）  
出所：各年版「福岡県統計年鑑」より筆者作成  
1950 年  1980 年  
番号  産業  比重  番号  産業  比重  
1 窯業・土石製品製造業  48％  1 窯業・土石製品製造業  26％  
2 食料品製造工業  17％  2 
機械製造業（電気機械
器具を除く）  
19％  
3 
機械製造業（電気機械
器具を除く）  
12％  3 食料品製造工業  16％  
4 化学工業  6％  4 その他の製造業  9％  
   5 木材木製品製造業  8％  
   6 
衣服その他の繊維製品
製造業  
8％  
総計   83％  総計   86％  
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図 11 木材木製品及び家具・装備品製造業の従業員数の推移  
 
出所：各年版の「福岡県統計年鑑」より筆者作成  
 
以上の分析によると、田川市の製造業内部における支柱産業はあまり変わら
ない。その上、製造業における 5％比重以上を占める増加した産業は北九州市
（金属製品製造業、化学工業、出版・印刷同関連産業、電気機械器具製造業）
と比べて、性質が違うことを明らかに表れた。その他の製造業の分類は 9％の
比重を占めたが、この製造業分類の中で、多い製造業を含まれるので、この中
の単一の製造業といえば、影響力が小さいと思われる。木材木製品製造業の分
類には主として製材及び単板（ベニヤ），合板，屋根まさなど木製基礎資材を製
造する事業所並びにこれらの木材又は竹，とう，コルクなどを主要材料として
つくられる製品を製造する事業所が分類される 15。こういう種類の製造業は依
然として資源産業だと思われる。実は、データ（図 11）から見てみると、1980
年の時点で木材木製品製造業の従業員数は 1975 年の時点の 782 人から 431 人ま
で大幅に減少した。木材を原材料とする家具・装備品製造業の従業人数も 53
人、約 17％を減少した。また、衣服その他の繊維製品製造業は労働集約型産業
と見られるため、田川市における製造業内部構造の変化は都市の変化にとって、
影響が少ないと思われる。  
                                                   
15 http://www.stat.go.jp/index/seido/sangyo/pdf/19san3d.pdf  
1960年 1965年 1970年 1075年 1980年 
木材木製品製造業 143 158 324 782 431 
家具・装備品製造業 71 145 306 305 252 
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４ 結論  
 
上述のとおり、資源産出型都市と資源依存型都市は人口推移、産業構造の推
移と製造業内部構造の推移における完全な異動を表している。そのため、資源
立地型都市に関する研究における、すべての資源立地型都市を同一視すること
ができない。また、北九州市を代表とする資源依存型都市の変化成功の経験を
完全に田川市を代表とする資源産出型都市に導入することができない。資源立
地型都市の変化は研究対象とする都市の特性を把握する上で、都市の特性と合
わせる政策を作成しなければならない。  
 
５ 不足点と展望  
 
５．１ 本論文の不足点  
 
当論文は資源立地型都市の段階論による分類方法の不足点を再検討した上で、
資源産出型都市と資源依存型都市の２つの新しい概念を提出した。そして、こ
の二種類の資源立地型都市に対して、内部構造の推移を分析した。今後の資源
立地型都市に対して、適応できる政策作成の理論基礎を提供した。しかし、不
足点もあると思われる。  
 第一に、資源依存型都市の区分である。  
第一次産業革命、特に第二次産業革命から、工業化の進歩に連れて、都市は
非常に速いスピードで発展している。すべての都市は資源利用によって発展し
てきた。そのため、定義から見てみると、すべての都市は資源依存型都市と言
える。この原因で、どういう都市は変化が必要な資源依存型都市なのかなど、
研究対象の選択は難しくなる。その故、資源依存型都市を区分することができ
る指標は必要である。しかし、当論文でこの指標を論述しなかった。  
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第二に、分類方法の利用範囲の制限である。  
資源は枯渇性資源と再生可能な資源に分けることができる。当論文における
研究対象は。北九州市と田川市であり、石炭資源という枯渇性資源を利用する
都市である。再生資源立地型都市については、産業構造、労働力などの特徴が
類似しているが、両者の資源特徴が異なり、再生資源を有効に保護すれば、資
源の貯蔵量は増加することができる。そのため、この分類方法は再生可能な資
源立地型都市に適用することができるかどうか再検討必要がある。  
 
５．２ 展望  
 
第一に、新たな資源立地型都市における変化の段階論である。  
地域経済学の分野に「成長の極」という理論がある。「成長の極」理論による
と、経済成長は一つの国におけるバランスを取る発展を実現することが理想だ
と指摘した。通常、経済成長は一つ或は幾つの成長センターから他の部門に伝
導する力をもつものである。そのため、特定の地域を成長の極として選択し、
経済成長を促進するわけである。筆者は「成長の極」理論が資源立地型都市に
適用できるものと思われる。資源依存型都市は成長の極と見られる。資源立地
型都市の変化の成功は工業化が早く実現され、インフラ施設の水準が高い資源
依存型都市に取り変わり、資源依存型都市と資源産出型都市の地理的な連続性
によって、資源産出型都市に伝導する。これは資源立地型都市における変化の
段階論という。今までの成功例の中で、ピッツバーグ市、北九州市、バーミン
ガムなどの都市は全部資源依存型都市に属し、第一段階の資源立地型都市の変
化に貴重な経験を蓄積した。しかし、資源産出型都市の変化の成功の実例はあ
まりなく、筑豊地区も夕張市も苦しい変化を進んでいる。そのため、第一段階
における資源依存型都市の経済成長の恵みをどのようにすれば第二段階の資源
産出型都市に伝導するかは今後の課題でもあろう  
第二に、資源依存度に関する研究である。  
これからの研究の中で、当論文の不足点に対して、資源依存度の概念を提出
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したいと思われる。資源依存度によって、資源依存型都市を分けることができ
る。論文の末で、資源依存度について、簡単に論述する。  
1) 資源依存度の概念  
 資源依存度は都市における資源産業の総生産額が都市総生産額に占めるその
比率を指すものである。資源依存度は都市或は地域経済に対する依存の程度を
表し、また、資源依存型都市を区分する１つの重要な指標でもある。資源依存
度が高ければ高いほど、都市或は地域における資源と関連する産業の機能が突
出することになる。  
2) 資源依存度に関する先行研究（鉱業依存度を主とする研究）  
 鉱業依存度の計算公式の分子は資源産業の生産額である。資源の採掘と利用
は産業チェーンである。資源産業の産業チェーンには多くの形態があり、資源
物加工程度の深化に従い、生産額が幾何級数に増加することになり、産業チェ
ーンがどれだけ長いのか、都市内に延長し、また都市の間に跨って延長するこ
とができるのか、鉱業のタイプ、また地域、時期によって、それぞれ異なって
いる。鉱業の生産額をどこまでに計算するかについて都市の特徴が反応するこ
とができるかを課題として指摘した。  
 鉱業依存度の計算公式の分母は都市総生産である。中国の行政制度は一つの
都市に複数地域を含まれる。たとえば、地級市の中に、区、県級市、県、郷、
鎮など地域があり、その中で、資源産出の機能を持つ地域もあれば、資源と関
連性のない地域もある。統計年鑑から得られるデータはこういう複数地域の総
計データのため、鉱業依存度の精度が高くないことも指摘することができた。  
3) 資源依存度に関する概念の再検討  
 資源の枯渇性によって、資源を再生可能資源と枯渇性資源に分けることがで
きる。枯渇性資源の減少と再生可能資源の開発と利用に従って、必ずや新しい
資源立地型都市が誕生し、また、昔の枯渇性資源を開発、利用することに起因
される資源立地型都市は徐々に再生可能資源を開発し利用するように変化する。
そのため、先行研究に示される資源依存度に関する研究は不十分だと思われる。
そのため、博士課程では、資源依存度を研究した上で、新たな概念を二つ提出
しようと考える。それは再生可能エネルギー依存度と枯渇性資源依存度である。 
再生可能エネルギー依存度は再生可能エネルギーに伴うエネルギー供給量が
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都市或は地域における総エネルギー供給量の比率を指す。枯渇性資源依存度は
枯渇性資源に伴うエネルギー供給量が都市或は地域における総エネルギー供給
量の比率を指す。高い再生可能エネルギー依存度により構成された高い資源依
存度の都市、地域が変わる必要がなく、再生可能エネルギーに対する保護や利
用率の向上こそが最も重要な目標になると思われる。その反面、高い枯渇性資
源依存度による構成された高い資源依存度の都市あるいは地域を変化させるこ
とが一番重要な目標だと思われる。  
また、枯渇性資源依存度を再生可能エネルギー依存度に転換させる期間にお
いて、都市或は地域の経済発展にどのような影響を与えるか、その対応策とし
て、どのような政策を定める必要があるかを研究することも課題であると考え
る。  
  
